Ⅱ、ワクチンと検診による子宮頸がん予防について
　２０～３０代の若い女性に増えている子宮頸がんの予防ワクチンが本年４月から定期接種化されることになり、子宮頸がん対策が大きく前進することになりました。
　３回の接種で約５万円掛かるワクチン費用の９割まで国が負担することになり、私たち公明党の議員ネットワークの力で実現したものであり、喜びの声は大きいものがあります。
　子宮頸がんは「予防できるがん」です。ところが現在、日本で年間約１万５０００人の女性が発症し、約３５００人が亡くなっています。予防することで救える命があるのなら、その体制を最優先で整えるのが「政治の責任」であるはずです。それだけにワクチンの定期接種化は大きな前進ですが、これだけでは不十分です。検診も含めた予防体制を整え、征圧をめざすべきであると考えます。
　
このため私たちは、予防ワクチンの定期接種に加え、もう一方の柱である細胞診とヒトパピローマウイルス（ＨＰＶ）検査の二つを組み合わせた予防検診の実施と市町村への財政措置などを盛り込んだ新たな「子宮頸がん予防法案」の早期成立をめざしています。
　子宮頸がんは子宮の入り口である頸部の上皮に発症するがんで、ＨＰＶへの感染が主な原因と判明しています。子宮頸がんを予防する基本的な流れは、１２歳から１５歳を対象にワクチンの接種。（効能は約９年間）

２０歳から毎年の検診（細胞診）。３０歳から細胞診＋ＨＰＶ検査（ウイルス検査）陰性であれば３年に１度の検診でほぼ１００％予防できるとされています。

　厚生労働省は２０１３年度から子宮頸がん検診の精度を上げるため、従来からの細胞診に加え、ＨＰＶ検査を併用したモデル事業を実施することになります。
　なお、一部にある「過剰な精密検査につながる」との不安への丁寧な説明も重要です。女性の約８割が一生に一度はＨＰＶに感染するとされています。感染しても通常は免疫力により自然に消滅する。たとえ消滅しない場合でも、すぐに子宮頸がんを発症するわけではなく、ＨＰＶへの感染が即、子宮頸がんと過剰に心配する必要はありません。このため、検査ではＨＰＶの感染を調べるとともに、１００種類以上あるＨＰＶのどの型かを特定する。この型によって、引き起こされる病気に違いが生まれる。将来の危険性を予測する検査法です。
　
私たちは「女性の健康を守る政策」に力を入れてきました。特に乳がん・子宮頸がんでは検診無料クーポンを０９年に実現し、受診率向上に結び付けてきました。わが国から子宮頸がんを根絶できる日をめざし、全国でのＨＰＶ併用検診の早期実施に努めていく強い決意で以下伺います。
（1）乳がん・子宮頸がんでは09年より検診無料クーポンを実施してきましたが、その受診率向上にどのように結び付いてきたのか伺います。

（2）特に子宮頸がんの予防対策のために、ワクチン接種と細胞診とヒトパピローマウイルス（ＨＰＶ）検査の二つを組み合わせた予防検診の実施の取り組みについて伺います。

（3）我が国は、ワクチン後進国と言われております。それは、ワクチンに対する正しい理解がされていないのが原因です。国が推奨するワクチンも含めて、国民の不安を取り除くために、国と地方自治体が一体となり正しく分かりやすい情報を発信してもらいたいと思いますが、その取り組みについて伺います。
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【考えられる展開】

（1）受診率を高めるには、他の対策との連携も必要だろう。例えば、コール・リコール（個別受診勧奨）制度の導入である。無料クーポンなどで検診案内したにもかかわらず受診しない人に、手紙や電話などで、あらためて踏み込んだ案内をする制度だ。イギリスでは、この制度の導入で４０％だった受診率が８０％を上回った。

（3）被害を訴えている人たちは副反応の情報を求めている。政府は正確な情報を迅速に集め開示する責任がある。誰もが安心して利用できる制度に改善していくべきだ。
